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新地方公会計制度に基づく栗原市の財務書類（平成２２年度決算） 
【総務省改訂モデル】 

 

１１１１．．．．はじめにはじめにはじめにはじめに    

 栗原市では、総務省の「新地方公会計制度実務研究会報告書」で示された財務書類の作成方

式「基準モデル」、「総務省改訂モデル」のうち、決算統計等の情報を活用して作成できる「総務

省改訂モデル」を用いて、普通会計と各特別会計・事業会計、さらに市と連携協力して行政サー

ビスを実施している「一部事務組合等」、「土地開発公社」、「第三セクター等」を含めた連結の財

務書類４表を作成しました。 

    
２２２２．．．．財務書類財務書類財務書類財務書類４４４４表表表表のののの基本基本基本基本構成構成構成構成    

新地方公会計モデルにおける財務書類は、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変

動計算書」および「資金収支計算書」の４表から構成されています。 

貸借対照表は、「資産」、「負債」、「純資産」から財源の使途および調達方法を表し、行政コスト

計算書は「行政コスト」、「収益」から経常的な行政サービスに要したコストとそれに対する収益を

表し、財務書類はこれら５つの要素から構成されます。 

また、純資産変動計算書は、一会計年度の貸借対照表の「純資産」の変動を表し、資金収支

計算書は、一会計年度の「歳計現金」の増減を性質別に表しています。 

貸借対照表は、会計年度末の３月３１日を作成基準日とし、行政コスト計算書、純資産変動計

算書および資金収支計算書は、当該会計年度の４月１日から翌年３月３１日を作成対象期間とし

ています。ただし、４月１日から５月３１日までの出納整理期間中の出納取引については、会計期

間中に終了したものとして処理しています。 

今回作成した財務書類４表の対象年度は、平成２２年度で平成２３年３月３１日を作成基準日と

しています。 
 

３３３３．．．．普通会計財務書類普通会計財務書類普通会計財務書類普通会計財務書類    

（（（（１１１１））））貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表      ‥‥‥別表１ 

貸借対照表は、「資産の部（借方）」と「負債・純資産の部（貸方）」とを対照させて一覧で示した

財務書類で、一会計年度末における地方自治体の財政状態を表しています。左右が一致し、バ

ランスがとれていることから「バランスシート」とも呼ばれています。 
 

貸貸貸貸　　　　方方方方

　　固定負債
　　　地方債、退職手当引当金
　　流動負債

　公共資産 投資等 　　　翌年度償還地方債、賞与引当金

　　有形固定資産 　投資および出資金
　　売却可能資産 　貸付金

　基金等 　　　　これまでのこれまでのこれまでのこれまでの世代世代世代世代がががが既既既既にににに負担負担負担負担してしてしてして、、、、
　流動資産 　長期延滞債権等 　　　　支払支払支払支払いがいがいがいが済済済済んでいるんでいるんでいるんでいる正味正味正味正味のののの資産資産資産資産
　　現金・預金 公共資産等整備国県補助金等
　　未収金 公共資産等整備一般財源等

その他一般財源等、資産評価差額

行政行政行政行政サービスをサービスをサービスをサービスを提供提供提供提供するためのするためのするためのするための社会社会社会社会

借借借借　　　　方方方方

将来将来将来将来のののの世代世代世代世代のののの負担負担負担負担でででで返済返済返済返済していくしていくしていくしていく債務債務債務債務

資本資本資本資本やややや現金化現金化現金化現金化することがすることがすることがすることが可能可能可能可能なななな財産財産財産財産

資産資産資産資産のののの部部部部
負債負債負債負債のののの部部部部

純資産純資産純資産純資産のののの部部部部
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１）資産の部 

資産は、「公共資産」、「投資等」、「流動資産」に区分され、公共資産は、行政サービスを提

供するために使用される土地、建物などの「有形固定資産」と現在行政サービスを行っていな

い公共資産の「売却可能資産」で構成されています。 

総務省改訂モデルでは、有形固定資産については、昭和４４年度以降の決算統計における

普通建設事業費のデータを取得価格として集計し、総務省の報告書に定められた耐用年数に

よる定額法によって減価償却を行った後の金額を計上しています。 

 

① 公共資産 

有形固定資産は１，６１８億１，４６４万６千円（資産全体の８６.２％）で取得価格が増加した

ことから前年度と比較し、３億１，８６１万１千円の増となっています。資産の大部分が道路、橋

梁などのインフラ整備や小 ・中学校施設などの教育、農道や林道などの産業振興などで、

市民サービスに提供されています。 

売却可能資産は、６億２，４４４万１千円で前年度と比較し、２，６７１万５千円の増となって

おり、公共資産合計では、前年度より３億４，５３２万６千円増の１，６２４億３，９０８万７千円

（資産全体の８６．５%）となっています。 

 

② 投資等 

投資等合計は１４９億１，９５６万７千円（資産全体の７．９％）で前年度と比較し、１３億６，０

６８万円の増となっております。各種団体への出資金、貸付金、基金等のほか、長期延滞債

権、回収不能見込額の合計額です。 

納付期限等が前年度末以前の地方税や使用料などの債権である長期延滞債権の残高

は６億１，８４３万円で前年度と比較し、７８７万９千円減となっており、回収不能見込額は３７５

万円減の２，１３１万２千円となっております。なお、回収不能見込額については、平成２２年

度の不納欠損率を用いた額を計上しています。 

 

③ 流動資産 

流動資産合計は１０４億３，７３０万９千円（資産全体の５．６％）で前年度と比較し、２６億７，

１１８万４千円の増となっており、流動性の高い財政調整基金、減債基金などの基金や歳計

現金といった現金・預金が増加したといえます。 

現金・預金の金額が多いほど、今後の財政運営に余力があるといえます。 

 

資産合計は４３億７，７１９万円増の１，８７７億９，５９６万３千円で、市民一人当たりにすると約約約約

２２２２４６４６４６４６万円万円万円万円となり、前年より９万円増加したことになります。（平成２３年３月３１日現在の住民基本

台帳人口７６，２０２人で算出しています。 以下同じです。） 

 

２）負債の部 

固定負債は、将来において支払義務を負うことにより財源を調達したものとされており、これ

からの世代が負担するものとされています。それは、公共資産による行政サービス提供のため

の主な財源である地方債を、サービスを享受する世代間の公平性の観点から世代間で配分し

て負担しているとされているからです。 

なお、会計年度末における地方債現在高は、固定負債の「地方債」と流動負債の「翌年度償

還予定額」を合計した金額となり、栗原市の場合、４４５億１，４９６万円で前年度より６億８，９３４

万２千円の減となっており、市の借金が減ったことが読み取れます。 
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① 固定負債 

地方債は、平成２４年度以降に償還される金額が前年度より１３億１，２４３万１千円減の３９

１億３，４１４万６千円、その他の固定負債は、基準日に特別職を含めた全ての職員が普通退

職したと想定した場合に支払う退職手当に相当する「退職手当引当金」で３億９，６９３万７千

円減の１２３億１，４９９万３千円となっており、固定負債合計は５１４億４，９１３万９千円で前年

度より１７億９３６万８千円の減となっております。 
 

② 流動負債 

翌年度償還予定地方債は、平成２３年度に償還予定の５３億８，０８１万４千円で前年度よ

り６億２，３０８万９千円の増、翌年６月支払い分の期末勤勉手当のうち平成２２年度中の手当

相当額の賞与引当金は、２，７９３万７千円の減４億３，４７１万３千円で、流動負債合計では５

８億１，５５２万７千円で５億９，５１５万２千円の増となっています。 
 
負債合計は前年度より１１億１，４２１万６千円減の５７２億６，４６６万６千円で、市民一人当

たりでは約約約約７５７５７５７５万円万円万円万円で前年度から変動はありませんでした。 

 

３）純資産の部 

純資産は、住民サービスを提供するために保有している財産に対応する財源のうち、これま

での世代が負担したものとされており、公共資産等を整備するための財源とそれ以外とに区分

するとともに財源の調達先を国県補助金等とそれ以外とに区分しています。 
 
① 公共資産等整備国県補助金等 

資産形成に充当された国庫補助金・県補助金の累計額で前年度と比較し、５億９，５６８万

９千円減の２７８億１，４０７万５千円となっています。土地以外の有形固定資産に充当された

ものについては、その有形固定資産の減価償却に合わせて財源となった国県補助金等も償

却を行っています。 
 

② 公共資産等整備一般財源等 

公共資産を形成する財源のうち、国庫支出金、都道府県支出金等を除いた一般財源の

累計額で前年度と比較し、７２億５，４４９万５千円増の１，２２５億４，２２７万７千円となってい

ます。 
 
③ その他一般財源等 

公共資産等を形成しない「その他一般財源等」は、公共資産等以外の資産から公共資産

等を整備するための財源以外の負債を引いたもので、将来において使途を特定されない自

由に使える財源がどれだけあるかを表していますが、栗原市では、△２１９億３，５７３万８千

円で前年度と比較し、１２億３，７６８万８千円の減となっています。 

この「その他一般財源等」は、多くの地方自治体で当該部分がマイナスになると考えられま

すが、これは、臨時財政対策債などの経常的経費に使用される地方債や退職手当引当金

などの公共資産の形成を伴わない負債が存在するためです。 
 
④ 資産評価差額 

新たに売却可能資産を計上した場合や寄付等による資産の無償取得などがある場合に

資産の評価額が変動した場合、その差額を計上しています。金額は寄付等の無償取得費を

含み２１億１，０６８万３千円で前年度より７，０２８万８千円の増となっています。 
 
純資産合計は前年度と比較し、５４億９，１４０万６千円増の１，３０５億３，１２９万７千円で、市
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民一人当たりでは約７万円増の約約約約１７１１７１１７１１７１万円万円万円万円となります。 

    

（（（（２２２２））））行政行政行政行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書    ‥‥‥別表２ 

行政コスト計算書は、１年間に提供された資産形成を伴わない経常的な行政サービスに伴う純

経常行政コストを表しており、地方公会計では「税収等で賄わなければならない経常行政コスト」

を示す財務書類と位置づけています。 

 

１）経常行政コスト 

経常行政コストには、経常的な行政サービスを提供するために発生した全てのコストが人件

費や物件費、社会保障給付費など性質別に計上され総額は前年度と比較し、６億９，２０９万

円増の３４３億７，３３０万４千円となっており、市民一人当たりでは約約約約４４４４５５５５万円万円万円万円で前年度から変動

はありませんでした。 

 

性質別に、人件費など「人にかかるコスト」が８３億２，７０２万８千円（構成比２４．２％、前年比

３億４，３２４万１千円減）、物件費などの「物にかかるコスト」が１１９億１７万円（構成比３４．６％、

前年比３億４，５７３万円増）、社会保障給付費などの「移転支出的なコスト」が１３４億２，８０７万

８千円（構成比３９．１％、前年比６億２，１０６万８千円減）、支払利息などの「その他のコスト」が

７億１，８０２万８千円（構成比２．１％、前年比７，３５１万２千円減）となっています。 

また、目的別には、福祉９２億９，０９１万３千円（構成比２７．０%）、産業振興５７億９，６０１万

円（構成比１６．９%）、教育４６億５，０１６万３千円（構成比１３．５%）の順となっています。 

 

２）経常収益 

経常収益には、行政サービスの対価としての使用料や負担金などの受益者負担額のみを

計上することとされており、総額は前年度と比較し、１，６３４万８千円増の１０億３，２２１万２千円

で受益者負担比率は前年度と同じ３．０%となっています。なお、この比率の平均的な値は、２％

～８％の間の比率です。 

 

３）純経常行政コスト 

純経常行政コストは前年度と比較し、６億７，５７４万２千円増の３３３億４，１０９万２千円となっ

ており、地方税や地方交付税といった一般財源および補助金等により、その多くが賄われてい

ることがわかります。 
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（（（（３３３３））））純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書    ‥‥‥別表３ 

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目が、その会計年度

においてどのように変動したかを表す財務書類です。 

なお、純資産とは、貸借対照表における財源の調達先のうち、これまで世代が既に負担し債務

の返済が終了しているものです。 

 

行政コスト計算書における「純経常行政コスト」が純資産の減少をもたらしますが、地方交付税

などの一般財源や国県補助金等により純資産は増加しています。 

また、臨時的な要因により純資産は増減することになりますが、臨時的に発生する損失および

収益は、災害が起こった際や公共資産を売却した際などに発生する費用および収益が該当し、 

平成２２年度は災害復旧費等で８億１，６６６万２千円の損失となっています。  

 

期首純資産残高は１，２５０億３，９８９万１千円でしたが、純経常行政コスト３３３億４，１０９万２

千円を要した一方、地方税６６億２，８５３万８千円、地方交付税２０９億４，９１６万４千円、国県補

助金等９１億１，３５５万９千円、その他一般財源や資産評価差額で３０億３，０３３万８千円の受入

れを行い、災害復旧事業や公共資産除売却による臨時損益があったものの期末純資産残高は、

５４億９，１４０万６千円増の１，３０５億３，１２９万７千円となっています。 

増加した要因としては、流動資産のうち、現金預金の増（２６億５，４９３万３千円）、地方債（固

定負債+流動負債）の減（６億８，９３４万２千円）、退職手当引当金及び賞与引当金の減（４億２，

４８７万４千円）、臨時的損失の災害復旧事業費の減（１２億３，８８６万２千円）などがあります。 

 

 

（（（（４４４４））））資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書     ‥‥‥別表４ 

資金収支計算書は、その会計年度における地方自治体の行政サービス提供に伴う現金等の

資金の流れを、「経常的収支の部」、「公共資産整備収支の部」、「投資・財務的収支の部」の３つ

の区分に分別して表示した財務書類です。 

 

支出と財源の対応関係を重視した区分とすることにより、実態として、経常的な行政活動、公共

資産の整備に伴う活動、投資活動や地方債の返済など財務活動のそれぞれの資金の移動に関

して、国県補助金等、基金繰入および地方債等どのような財源が充当されているかを明らかにし

ています。 

 

資金収支計算書は、資金の流れと残高を表していますが、会計年度末における貸借対照表の

歳計現金（連結ベースでは、流動資産の部「資金」）と関連し、資金収支計算書の期末残高と一

致します。 
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投資投資投資投資・・・・財務的収支財務的収支財務的収支財務的収支のののの部部部部

収入
３８億１，８８８万８千円 支出

７９億１，６９６万７千円

資金不足③
△９７億９，２６７万８千円

収入
７億３，１９９万２千円 支出

１０５億２，４６７万円

７７７７億億億億１１１１，，，，１５７１５７１５７１５７万万万万５５５５千円千円千円千円

経常的収支経常的収支経常的収支経常的収支のののの部部部部

支出

２５９億８，２４０万７千円

公共資産整備収支公共資産整備収支公共資産整備収支公共資産整備収支のののの部部部部

資金不足②
△４０億９，８０７万９千円

期末歳計現金残高
２２億４，３２５万４千円

収入

４０５億８，４７３万９千円

収支余剰①

１４６億２３３万２千円

当年度歳計現金増減額
７億１，１５７万５千円（①+②+③）

１）経常的収支の部 

経常的収支の部では、人件費や物件費、社会保障給付などの支出と市税や地方交付税、

使用料・手数料等の収入といった、経常的な行政活動収支を計上しています。  

支出は２５９億８，２４０万７千円、収入は４０５億８，４７３万９千円で、１４６億２３３万２千円の資

金剰余となっています。 

 

２）公共資産整備収支の部 

公共資産整備収支の部では、公共資産の整備にかかる支出と国県補助金や地方債などの

収入を計上しています。 

支出は７９億１，６９６万７千円、収入は３８億１，８８８万８千円で、４０億９，８０７万９千円の支

出超過となっています。この財源不足額は経常的収支の部の資金剰余額で補てんしていま

す。 

 

３）投資・財務的収支の部 

投資・財務的収支の部では、地方債の償還等の支出や貸付金の回収等の収入を計上して

おり、投資活動や財務活動による資金の収支を計上しています。 

支出は１０５億２，４６７万円、収入は７億３，１９９万２千円で、９７億９，２６７万８千円の支出超

過となり、この財源不足額は投資・財務的収支の部と同様に経常的収支の部の資金剰余額で

補てんしています。 

栗原市の年度内の歳計現金増減額は７億１，１５７万５千円減で、年度末歳計現金残高は 

２２億４，３２５万４千円となっています。 

 

基礎的財政収支いわゆる「プライマリーバランス」は、地方債の償還や発行、財政調整基金

等の繰入や積立を除いた基礎的な収入額とのバランスで地方自治体の財政運営が持続可能

であるかが分かりますが、平成２２年度は５５億７，３５１万３千円の黒字となっています。 
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４４４４．．．．連結財務書類連結財務書類連結財務書類連結財務書類    

    
地方自治体の会計は普通会計で実施している事業以外にも、水道事業や下水道事業、各保

険事業など特別会計を設置して多様な事業を実施しており、また、機動的・弾力的に関係団体と

連携協力をして行政サービスを提供しています。 

普通会計の財務書類のみでは行政サービス実施主体全体としての包括的な財政状態や経営

成績を表すことはできませんが、公営事業会計および関係団体等を含めた連結ベースでの財務

書類を作成することにより総合的に表すことができるようになります。 

連結範囲としては、各特別会計・事業会計は全て連結対象となり、土地開発公社および一部

事務組合・広域連合は原則として連結対象となります。 

さらに、資本金等を５０％以上出資・出捐している第三セクター等については全て連結対象とな

り、５０％未満の場合でもその経営に関与している度合いが強い関係団体については連結対象と

なります。 

平成２２年度決算における連結対象会計は以下のとおり２２会計・団体となっています。 

 

宮城県市町村職員退職手当組合

 　宮城県市町村非常勤消防団員補償報償組合

        一般会計 宮城県市町村自治振興センター

宮城県後期高齢者医療広域連合

病院事業会計
水道事業会計

　栗原市土地開発公社

国民健康保険特別会計

老人保健特別会計

介護保険特別会計 株式会社　ゆめぐり

後期高齢者医療特別会計 くりはら振興株式会社

下水道事業特別会計 花山地域開発株式会社

農業集落排水事業特別会計 優良肉用牛導入貸付基金

合併処理浄化槽事業特別会計 くりはら田園鉄道株式会社

簡易水道事業特別会計

診療所特別会計

連連連連 結結結結

栗原市全体会計栗原市全体会計栗原市全体会計栗原市全体会計

普普普普 通通通通 会会会会 計計計計

事事事事 業業業業 会会会会 計計計計

特特特特 別別別別 会会会会 計計計計

一部事務組合一部事務組合一部事務組合一部事務組合・・・・広域連合広域連合広域連合広域連合

土地開発公社土地開発公社土地開発公社土地開発公社

第三第三第三第三セクターセクターセクターセクター等等等等

 
 

（（（（１１１１））））連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表                                ‥‥‥別表５ 

（（（（２２２２））））連結行政連結行政連結行政連結行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書     ‥‥‥別表６ 

（（（（３３３３））））連結純資産変動計算書連結純資産変動計算書連結純資産変動計算書連結純資産変動計算書     ‥‥‥別表７ 

（（（（４４４４））））連結資金収支計算書連結資金収支計算書連結資金収支計算書連結資金収支計算書      ‥‥‥別表８ 



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 39,134,146

①生活インフラ・国土保全 59,869,935 (2) 長期未払金

②教育 44,530,950 ①物件の購入等

③福祉 4,385,124 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 4,672,752 ③その他

⑤産業振興 26,323,881 長期未払金計 0

⑥消防 5,036,171 (3) 退職手当引当金 12,314,993

⑦総務 16,995,833 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産合計 161,814,646 固定負債合計 51,449,139

(2) 売却可能資産 624,441

公共資産合計 162,439,087 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 5,380,814

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 8,154,114 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 434,713

投資及び出資金計 8,154,114 流動負債合計 5,815,527

(2) 貸付金 271,254

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 57,264,666

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 4,429,753

③土地開発基金 1,087,437

④その他定額運用基金 379,891 [純資産の部]

⑤退職手当組合積立金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 27,814,075

基金等計 5,897,081

(4) 長期延滞債権 618,430 ２　公共資産等整備一般財源等 122,542,277

(5) 回収不能見込額 △ 21,312

投資等合計 14,919,567 ３　その他一般財源等 △ 21,935,738

３　流動資産 ４　資産評価差額 2,110,683

(1) 現金預金

①財政調整基金 5,793,904 純　 資　 産　 合　 計 130,531,297

②減債基金 2,182,303

③歳計現金 2,243,254

現金預金計 10,219,461

(2) 未収金

①地方税 164,134

②その他 59,755

③回収不能見込額 △ 6,041

未収金計 217,848

0

0

0

貸借対照表
（平成２３年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

別表１

流動資産合計 10,437,309

資　　産　　合　　計 187,795,963 負 債 ・ 純 資 産 合 計 187,795,963

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの） 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち54,088,538千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 98,141,196 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 44,514,960 千円 44,514,960 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 2,265,734 千円 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 39,045,509 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 0 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 12,314,993 千円 12,314,993 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円 千円

　基金等将来負担軽減資産 67,254,244 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 12,120,262 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 1,045,444 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 54,088,538 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 30,886,952 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は28,682,470千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は130,198,193千円です。

3,574,713

638,002

18,973,700

5,962,930

18,973,700

371,926

401,656

2,265,734

[内訳]

負債計上 注記

0

39,045,509

0

0

0

16,595,874

885,709

28,033,986

51,242,403

45,808,146

199,717

51,242,403

536

項目 金額
【（翌年度償還予定）地
方債・（長期）未払金・引

当金】

【契約債務・
偶発債務】

6,612,543
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　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 7,394,802 21.5% 496,869 1,383,823 1,049,615 421,209 745,006 1,001,685 2,055,419 241,176

（２）退職手当引当金繰入等 497,513 1.4% 36,844 99,889 83,466 31,599 54,337 71,544 115,759 4,075

１ （３）賞与引当金繰入額 434,713 1.3% 31,629 81,467 71,671 27,307 49,376 60,265 98,708 14,290

小　　計 8,327,028 24.2% 565,342 1,565,179 1,204,752 480,115 848,719 1,133,494 2,269,886 259,541 0

（１）物件費 5,090,173 14.8% 92,445 1,653,309 422,107 1,110,212 707,157 159,614 931,413 13,188 728

（２）維持補修費 358,983 1.0% 189,006 65,577 3,315 4,696 67,339 2,632 26,418

（３）減価償却費 6,451,014 18.8% 1,640,799 1,249,205 310,493 448,705 1,789,448 291,323 721,041

小　　計 11,900,170 34.6% 1,922,250 2,968,091 735,915 1,563,613 2,563,944 453,569 1,678,872 13,188 0 728

（１）社会保障給付 3,996,121 11.6% 23,579 3,968,068 4,474 0 0

（２）補助金等 1,411,049 4.1% 19,039 93,314 216,659 57,393 720,154 61,258 242,410 822

３ （３）他会計等への支出額 6,243,077 18.2% 1,042,563 3,165,519 1,948,809 85,787 399

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

1,777,831 5.2% 20,247 3,750 1,577,406 176,428

小　　計 13,428,078 39.1% 1,081,849 116,893 7,350,246 2,014,426 2,383,347 61,657 418,838 822 0

（１）支払利息 697,559 2.0% 697,559

（２）回収不能見込計上額 20,469 0.1% 20,469

（３）その他行政コスト 0 0.0%

小　　計 718,028 2.1% 0 0 0 0 0 0 0 0 697,559 20,469 0

34,373,304 3,569,441 4,650,163 9,290,913 4,058,154 5,796,010 1,648,720 4,367,596 273,551 697,559 20,469 728

（　構　成　比　率　） 10.4% 13.5% 27.0% 11.8% 16.9% 4.8% 12.7% 0.8% 2.0% 0.1% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 821,794 31,208 68,917 188,726 217,404 34,325 1,551 78,111 150,114 51,438

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 210,418 0 2,622 58,992 2,660 75,635 24,495 6,711 39,303

1,032,212 31,208 71,539 247,718 220,064 109,960 26,046 84,822 0 0 150,114 90,741

ｄ／ａ 3.0% 0.9% 1.5% 2.7% 5.4% 1.9% 1.6% 1.9% 0.0% 0.0% 20620.1%

33,341,092 3,538,233 4,578,624 9,043,195 3,838,090 5,686,050 1,622,674 4,282,774 273,551 697,559 20,469 △ 149,386 △ 90,741

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－
ｄ

行政コスト計算書
自　平成２２年４月 １ 日

至　平成２３年３月３１日

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

別表 ２
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（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 125,039,891 28,409,764 115,287,782 △ 20,698,050 2,040,395

純経常行政コスト △ 33,341,092 △ 33,341,092

一般財源

地方税 6,628,538 6,628,538

地方交付税 20,949,164 20,949,164

その他行政コスト充当財源 2,960,050 2,960,050

補助金等受入 9,113,559 947,392 8,166,167

臨時損益 0

災害復旧事業費 △ 873,683 △ 873,683

公共資産除売却損益 △ 15,418 △ 15,418

投資損失 0

…

科目振替

公共資産整備への財源投入 3,345,251 △ 3,345,251

公共資産処分による財源増 △ 28,155 28,155

貸付金・出資金等への財源投入 3,782,373 △ 3,782,373

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0

減価償却による財源増 △ 1,543,081 △ 3,969,808 5,512,889

地方債償還に伴う財源振替 4,124,834 △ 4,124,834

資産評価替えによる変動額 70,288 70,288

無償受贈資産受入 0

その他 0 0

期末純資産残高 130,531,297 27,814,075 122,542,277 △ 21,935,738 2,110,683

純資産変動計算書
自　平成２２年４月 １ 日

至　平成２３年３月３１日

別表 ３
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成22年度における一時借入金の借入限度額は2,000,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子はありません。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支

20,949,164

資金収支計算書
自　平成２２年４月　１日

至　平成２３年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

8,751,901

5,090,173

6,134,564

1,777,831

6,993,711

3,996,121

1,411,049

697,559

4,802,938

1,232,666

25,982,407

6,648,278

4,572

668,840

157,099

1,094,591

2,839,300

13,966

1,219,790

40,584,739

14,602,332

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

3,818,888

△ 4,098,079

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

1,035

440,000

2,585,271

46,268

150,114

731,992

△ 9,792,678

406,264

7,916,967

2,119,848

1,525,900

757

172,383

711,575

1,880,758

5,211,342

10,524,670

485,610

50,000

1,531,679

2,243,254

46,667,298

5,573,513

4,415,200
0

44,424,044
5,908,901
1,836,558

別表 ４
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 59,869,935 ①普通会計地方債 39,134,146

②教育 44,530,950 ②公営事業地方債 51,854,234

③福祉 4,385,646  地方公共団体計 90,988,380

④環境衛生 95,359,602 (2) 関係団体

⑤産業振興 26,461,602 ①一部事務組合・広域連合地方債 0

⑥消防 5,036,171 ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 17,114,172 ③第三セクター等長期借入金 34,870

⑧収益事業 0  関係団体計 34,870

⑨その他 0 (3) 長期未払金 18,960

有形固定資産計 252,758,078 (4) 引当金 16,198,769

(2) 無形固定資産 516,978 （うち退職手当等引当金） 16,198,769

(3) 売却可能資産 624,441 （うちその他の引当金） 0

公共資産合計 253,899,497 (5) その他 0

固定負債合計 107,240,979

２　投資等

(1) 投資及び出資金 664,990 ２　流動負債

(2) 貸付金 451,700 (1) 翌年度償還予定額

(3) 基金等 6,122,683 ①地方公共団体 8,098,748

(4) 長期延滞債権 1,359,711 ②関係団体 0

(5) その他 359  翌年度償還予定額計 8,098,748

(6) 回収不能見込額 △ 58,001 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 72,135

投資等合計 8,541,442 (3) 未払金 431,850

(4) 翌年度支払予定退職手当 0

(5) 賞与引当金 640,910

３　流動資産 (6) その他 41,771

(1) 資金 15,376,340 流動負債合計 9,285,414

(2) 未収金 1,501,531

(3) 販売用不動産 0 負　　債　　合　　計 116,526,393

(4) その他 190,491

(5) 回収不能見込額 △ 20,438

流動資産合計 17,047,924

連結貸借対照表
（平成２３年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

別表 ５

純　 資　 産　 合　 計 163,148,627

４　繰延勘定 186,157

資　　産　　合　　計 279,675,020 負債及び純資産合計 279,675,020

※１　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 5,543,400 千円

②債務保証又は損失補償 15,290,264 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 15,059,700 千円）

③その他 2,605,960 千円

※２　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）99,087,128千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※３　有形固定資産のうち、土地は 30,701,230千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は 154,223,095千円です。
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　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額
構成
比率

生活インフラ
・国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議会 支 払 利 息
回収不能
見込計上

その他

（１）人件費 12,381,998 18.1% 496,869 1,383,823 1,215,547 4,854,928 1,127,760 1,001,685 2,060,210 241,176

（２）退職手当等引当金繰入等 493,224 0.7% 36,844 99,889 70,017 36,741 58,178 71,544 115,936 4,075

１ （３）賞与引当金繰入額 641,613 0.9% 31,629 81,467 82,523 223,091 49,376 60,265 98,972 14,290

小　　計 13,516,835 19.8% 565,342 1,565,179 1,368,087 5,114,760 1,235,314 1,133,494 2,275,118 259,541

（１）物件費 8,640,629 12.7% 90,569 1,573,895 903,205 4,182,113 799,465 155,104 922,316 13,234 728

（２）維持補修費 547,646 0.8% 189,006 65,577 3,315 178,059 82,639 2,632 26,418

（３）減価償却費 9,209,659 13.5% 1,640,799 1,249,205 310,667 3,183,038 1,810,298 291,323 724,329

小　　計 18,397,934 27.0% 1,920,374 2,888,677 1,217,187 7,543,210 2,692,402 449,059 1,673,063 13,234 728

（１）社会保障給付 25,947,344 38.0% 23,579 25,918,597 5,168

（２）補助金等 5,845,508 8.6% 19,039 93,314 4,294,274 316,705 728,668 143,345 249,341 822

（３）他会計等への支出額 △ 53,022 52,623 399

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

1,810,731 2.7% 20,247 36,650 1,577,406 176,428

小　　計 33,603,583 49.2% 39,286 116,893 30,159,849 411,146 2,306,074 143,744 425,769 822

（１）支払利息 1,800,467 2.6% 1,800,467

（２）回収不能見込計上額 77,136 0.1% 77,136

（３）その他行政コスト 848,416 1.2% 361,871 134,008 352,537

小　　計 2,726,019 4.0% 361,871 134,008 352,537 1,800,467 77,136

68,244,371 2,525,002 4,570,749 33,106,994 13,203,124 6,586,327 1,726,297 4,373,950 273,597 1,800,467 77,136 728

（　構　成　比　率　） 3.7% 6.7% 48.5% 19.3% 9.7% 2.5% 6.4% 0.4% 2.6% 0.1% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 824,334 31,208 68,917 188,726 219,944 34,325 1,551 78,111 150,114 51,438

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 10,983,287 △ 220 2,622 10,683,221 110,464 75,635 70,007 17,455 24,103

３ 保 険 料 3,593,463 3,593,463

４ 事 業 収 益 8,891,744 8,025,076 866,668

５ そ の 他 特 定 行 政 サ ー ビ ス 収入 107,183 △ 30,529 124,470 13,242

６ 他 会 計 補 助 金 等 △ 1,042,563 △ 2,569 1,133,884 △ 88,752

24,400,011 △ 1,011,575 71,539 14,432,312 9,613,838 901,118 71,558 95,566 150,114 75,541

ｂ／ａ 35.8% -40.1% 1.6% 43.6% 72.8% 13.7% 4.1% 2.2% 20620.1%

43,844,360 3,536,577 4,499,210 18,674,682 3,589,286 5,685,209 1,654,739 4,278,384 273,597 1,800,467 77,136 △ 149,386 △ 75,541（差引）純経常行政コスト ａ－ｂ

連結行政コスト計算書
自　平成２２年４月 １ 日

至　平成２３年３月３１日

２

３

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計 b

別表 ６
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（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

他団体及び
民間出資分

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 157,087,022 34,560,660 156,895,434 △ 37,098,308 2,729,236

純経常行政コスト △ 43,844,360 △ 43,844,360

一般財源

地方税 6,628,538 6,628,538

地方交付税 20,949,164 20,949,164

その他行政コスト充当財源 3,035,944 3,035,944

補助金等受入 19,338,851 1,437,068 17,901,783

臨時損益

災害復旧事業費 △ 873,683 △ 873,683

公共資産除売却損益 △ 54,322 △ 54,322

投資損失

収益事業純損失

科目振替

公共資産整備への財源投入 3,345,251 △ 3,345,251

公共資産処分による財源増 △ 594 594

貸付金・出資金等への財源投入 4,121,361 △ 4,121,361

貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 324,415 324,415

減価償却による財源増 △ 1,543,081 △ 3,970,000 5,513,081

地方債償還に伴う財源振替 4,124,834 △ 4,124,834

出資の受入・新規設立 13,463 13,463

資産評価替えによる変動額

無償受贈資産受入 65,489 65,489

その他 802,521 △ 1,756 △ 8,923,971 9,728,248

期末純資産残高 163,148,627 34,452,891 155,281,363 △ 29,380,352 2,794,725

連結純資産変動計算書
自　平成２２年４月 １ 日

至　平成２３年３月３１日

別表 ７
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計への事務費等充当財源繰出支出 0

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

他会計補助金等

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計への建設費充当財源繰出支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

他会計補助金等

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

他会計補助金等

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

0

0

7,166,311

0

0

511,348

0

△ 3,584,931

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

19,235

9,616

0

0

408,684

7,832,538

390,128

5,393,695

12,033,372

44,694

0

△ 10,861,140

1,402,653

5,362,424

6,765,077

0

50,000

510,306

1,172,232

0

46,268

457,364

2,925,423

2,609,200

757

204,344

0

0

1,812,315

0

0

0

204,060

3,163,715

3,593,463

8,684,303

8,978,626

2,579,394

1,969,198

73,538,323

15,848,724

0

0

1,800,467

2,736,184

57,689,599

6,648,278

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

20,949,164

16,354,089

671,380

10,083,266

1,217,407

0

0

連結資金収支計算書
自　平成２２年４月　１日

至　平成２３年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

13,633,242

8,626,445

25,947,344

4,945,917

別表 ８
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普通会計財務書類普通会計財務書類普通会計財務書類普通会計財務書類４４４４表表表表のののの用語用語用語用語のののの意味意味意味意味    
 

① 貸借対照表の用語の意味 

[[[[資産資産資産資産のののの部部部部] ] ] ]     将来世代に残る財産や権利等の金額です。  

 

公共資産公共資産公共資産公共資産            

 

有形固定資産  

市が住民サービスのため使用する動産、不動産及びこれらの従物。

行政目的により、①生活インフラ・国土保全、②教育、③福祉、④

環境衛生、⑤産業振興、⑥消防、⑦総務に区分されます。  

売却可能資産  

売却可能資産の範囲は「現に公用または公共用に供されていない

(一時的に賃貸している場合を含む。)すべての公共資産」とされて

いますが、市では普通財産の土地の中から対象となる資産を抽出し

て計上しています。  

投資等投資等投資等投資等        出資金や貸付金など、将来資金流入をもたらすものです。  

 投資及び出資金  市が行政活動を行う上で必要な団体への出資金の金額です。  

貸付金  市が貸し付けている資金の残高です。  

基金等  

投資等に表示されている基金は、基本的には、原資を確保し、利

息を運用するなど、固定性の高い性格のものです。土地開発基金、

その他定額運用基金、その他特定目的基金等。 

  長期延滞債権  収入未済額のうち、前年度以前の調定分です。  

  
回収不能見込額  

投資等で計上されている債権残高のうち、翌年度以降に回収不能

と見込まれる額です。  

 
流動資産流動資産流動資産流動資産        現金や必要に応じてすぐに使える基金などです。  

 現金預金  市が保有する現金及び預金の年度末残高です。  

①財政調整基金  

年度間の財源の不均衡を調整するため、余裕のある年度に積み立

て、災害や大幅な減収など思わぬ支出が発生した場合に対応するた

めの基金です。その性格上、すぐ現金化する必要があるため、流動

性が高いものです。  

②減債基金  

市債の返済を計画的に行うため、余裕のある年度に積み立て、繰

り上げ償還などの返済にあてるための基金です。返済を前提として

いるため、流動性が高いものです。  

③歳計現金  歳入決算額から歳出決算額を差し引いた形式収支の黒字額です。  

未収金  

年度末の調定額(収入予定額)から同年度収入済額及び不能欠損額

(収入不能で権利を放棄した額)を差し引いた額のうち当年度調定分

の市税等の額から長期延滞債権への振替額を差し引いた金額です。

①地方税、②その他、③回収不能見込額(債権額のうち、回収できな

いと見込まれる額)の区分で表示されます 
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[[[[負債負債負債負債のののの部部部部]]]]        将来世代がこれから負担しなければならないもの。  

 

固定負債固定負債固定負債固定負債        1年以上先に支払や返済が行われる予定のものです。  

 

地方債  

有形固定資産の形成等のために、市が発行した地方債の元金

の残高のうち、期末日から1年内の償還予定額を除いた金額で

す。  

長期未払金  

債務負担行為のうちで、既に支払が確定した債務と見なされ

るもので、期末日から1年内の支払予定額を除いたもの。①物件

の購入等、②債務保証又は損失補償、③その他に区分して表示

されます。  

  

退職手当引当金  
年度末の特別職を含む全職員(年度末退職者を除く)が普通退

職した場合の退職手当支給見込み額です。  

流動負債流動負債流動負債流動負債        １年以内に支払や返済をしなければならないものです。  

 翌年度償還予定地方

債  

有形固定資産の形成等のために、市が発行した地方債の元金

の残高のうち、期末日から1年内の償還予定額です。  

  
未払金  

債務負担行為のうちで既に確定した債務のうち、翌年度支出

予定の金額です。  

賞与引当金  
翌年度に支払うことが予定される期末手当及び勤勉手当のう

ち、当年度の負担相当額です。  

 

 

[[[[純資産純資産純資産純資産のののの部部部部] ] ] ]     
資産形成した財源のうち将来返済の必要がないものを表してい

ます。  

 

 

公共資産等整備国県補

助金等  

住民サービスを提供するために取得した財産にかかる財源の

うち、国・県からの補助金受入額です。  

公共資産等整備一般財

源等  

公共資産等にあてられた一般財源等の額。言いかえれば、資産

の部に計上されている公共資産等の財源のうち、国庫支出金・都

道府県支出金、地方債、債務負担行為以外の部分です。  

その他一般財源等  

「資産合計－負債合計－その他一般財源等以外の純資産合計」

により算出された金額です。資産形成を伴わない負債が存在し、

その積立がなされていないため、すでに将来の財源の一部が拘束

されていることを意味します。  

資産評価差額  
売却可能資産、寄付等による資産の無償取得などがある場合

の、資産の評価額です。  
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 ② 行政コスト計算書の用語の意味 

経常行政経常行政経常行政経常行政コストコストコストコスト    資産形成を除いた行政サービスにかかる経費です。 

 

人人人人にかかるコストにかかるコストにかかるコストにかかるコスト        

 

人件費 

職員等に対して、勤労の対価・報酬として支払われる給与

費等から、退職手当と前年度賞与引当金計上額を除いた金額

です。 

退職手当引当金繰入金

等 

退職手当の額、及び、当年度に退職給与引当金として新た

に繰り入れた金額です。 

賞与引当金繰入額 当年度に賞与引当金として繰り入れた金額です。 

物物物物にかかるコストにかかるコストにかかるコストにかかるコスト        

 

物件費 
旅費、需用費、備品購入費、委託料、使用料及び賃借料な

ど、物に関して市が支出した維持補修費を除く費用の額です。 

維持補修費 
市が管理する公共用施設等の維持修繕のための費用の額で

す。 

減価償却費 
有形固定資産(土地を除く)の使用等に伴う価値の減少分で

す。 

移転支出的移転支出的移転支出的移転支出的なコストなコストなコストなコスト        

 

社会保障給付 
各種の法令(生活保護法、児童福祉法、老人保健法など)や

市単独で行っている、被扶助者に対する支給額です。 

補助金等 
他の地方公共団体(一部事務組合など)や民間に対し、各種

の行政上の目的をもって交付する補助金などの額です。 

他会計等への支出額 
特別会計などの他会計に対して支出される繰出金などの額

です。 

他団体への公共資産整

備補助金等 

普通建設事業費のうち、他団体(外郭団体等)が市からの補

助金を財源に公共資産整備をした場合の、補助金等の額です。

(整備された資産は市の資産として貸借対照表には計上され

ないため、コストとして計上される。) 

 

 

そのそのそのその他他他他のコストのコストのコストのコスト        

 

支払利息 地方債及び一時借入金にかかる利息の額です。 

回収不能見込計上額 

市税や使用料にかかる未収金、貸付金、長期延滞債権にか

かる当年度末の回収不能見込額から、前年度末の回収不能見

込額を控除した金額に、当年度の不能欠損額を加えた額です。 

その他行政コスト 
上記の行政コスト以外のコストです。(失業対策費、長期未払

金・未払金として新たに貸借対照表に計上した金額など。) 

経常収益経常収益経常収益経常収益    経常行政コストの対価として得られた財源です。 

 
使用料・手数料 使用料及び手数料の金額です。 

分担金・負担金・寄附金 分担金、負担金、及び寄附金の金額です。 

純経常行政純経常行政純経常行政純経常行政コストコストコストコスト    
経常行政コストから経常収益を引いた額で、マイナス表示の

場合、地方税や補助金で賄われている額です。 
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③ 純資産変動計算書の用語の意味 

純経常行政コスト 行政コスト計算書の(差引)純経常行政コストの額です。 

一般財源  

 

地方税 
市税の当年度収入額、長期延滞債権及び未収金として、当年度に貸借

対照表に計上した額です。 

地方交付税 普通交付税及び特別交付税の金額です。 

その他行政コス

ト充当財源 

「地方譲与税、地方消費税交付金などの各種交付金、財産収入、繰入

金、諸収入の当年度決算額」に「当年度末長期延滞債権及び未収金計

上額のうち上記項目にかかるものの金額」を加え、「前年度末長期延

滞債権及び未収金計上額のうち上記項目にかかるものの金額」を控除

した金額です。 

補助金等受入 当年度の国庫支出金及び県支出金決算額です。 

臨時損益  

 

災害復旧事業費 災害復旧事業費 

公共資産除売却

損益 

公共資産を除却した場合の公共資産の帳簿価額、及び、売却した場合

の公共資産の帳簿価額と売却額の差額です。 

投資損失 
投資及び出資金の時価又は実質価額が取得原価に比べて著しく(30%

以上)下落した場合の時価又は実質価額と取得原価との差額です。 

 

 

④ 資金収支計算書のそれぞれの区分と意味  

    

経常的収支経常的収支経常的収支経常的収支のののの部部部部    

自治体の経常的な行政活動にかかる資金収支をいいます。 

支出項目は、人件費、物件費、社会保障給付、補助金等、支払利息、他

会計への事務費等充当財源繰出支出、その他の支出があり、収入項目に

は、地方税、地方交付税、国県補助金等、使用料・手数料、分担金・負

担金・寄付金、諸収入、地方債発行額、基金取崩額、その他収入があり

ます。 

    

公共資産整備公共資産整備公共資産整備公共資産整備    

収支収支収支収支のののの部部部部    

公共資産整備に伴う支出、及び、当該支出に充てた特定財源を計上し

ます。ただし、普通会計が行う公共資産整備のほか、他会計及び他団体

を通じて行った公共資産整備に対して普通会計が負担した支出額も含

みます。 

    

投資投資投資投資・・・・財務的財務的財務的財務的    

収支収支収支収支のののの部部部部    

①投資及び出資金、貸付金、基金に係る支出及びそれらの財源②貸付

金元金回収による収入③地方債元金償還による支出④他会計に対する

公債費財源繰出しによる支出⑤公共資産売却による収入を計上します。 

 
 



１１１１　　　　貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表 （単位：百万円） ２２２２　　　　行政行政行政行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書 （単位：百万円） ４４４４　　　　資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書 （単位：百万円）

経常行政経常行政経常行政経常行政コストコストコストコスト 34,373 １１１１、、、、経常的収支経常的収支経常的収支経常的収支のののの部部部部

人件費、物件費、支払利息ほか

≪≪≪≪資産資産資産資産のののの部部部部≫≫≫≫ ≪≪≪≪負債負債負債負債のののの部部部部≫≫≫≫ １、人にかかるコスト 8,327 支出 25,982

１１１１、、、、公共資産公共資産公共資産公共資産 １１１１、、、、固定負債固定負債固定負債固定負債 　・人件費 7,395 市税、使用料・手数料ほか

（１）有形固定資産 （１）地方債 39,134 　・退職手当引当金繰入等 498 収入 40,585

① 生活インフラ 59,870 （２）長期未払金 0 　・賞与引当金繰入額 435

② 教育 44,531 （３）退職手当引当金 12,315 収支差引 14,602

③ 福祉 4,385 51,449 ２、物にかかるコスト 11,900 ２２２２、、、、公共資産整備収支公共資産整備収支公共資産整備収支公共資産整備収支のののの部部部部

④ 環境衛生 4,673 　・物件費 5,090 公共資産整備費・補助金ほか

⑤ 産業振興 26,324 　・維持補修費 359 支出 7,917

⑥ 消防 5,036 ２２２２、、、、流動負債流動負債流動負債流動負債 　・減価償却費 6,451 国県補助金、地方債ほか

⑦ 総務 16,996 （１）翌年度償還予定地方債 5,381 収入 3,819

（２）売却可能資産 624 （２）未払金 0 ３、移転支出的なコスト 13,428

162,439 （３）賞与引当金 435 　・社会保障給付 3,996 収支差引 △ 4,098

5,816 　・補助金等 1,411 ３３３３、、、、投資投資投資投資・・・・財務的収支財務的収支財務的収支財務的収支のののの部部部部

　・他会計等への支出額 6,243 貸付金、積立金、地方債償還額ほか

２２２２、、、、投資等投資等投資等投資等 1,778 支出 10,525

（１）投資及び出資金 8,154 国県補助金、貸付金回収ほか
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　・他団体への公共資産整備補助金等

１１１１ 平成平成平成平成２２２２２２２２年度栗原市年度栗原市年度栗原市年度栗原市 普通会計普通会計普通会計普通会計 財務書類財務書類財務書類財務書類４４４４表表表表

自治体が住民サービスを提供するために保有している

財産（資産）とその資産をどのような財源（負債・純資

産）で賄ってきたかを総括的に示す表

１年間の行政活動のうち資産形成に結びつかない行

政サービスにかかる経費とその行政サービスの直接

の対価として得られた財源を対比させた表

１年間の歳計現金（資金）の出入り情報を性質の

異なる３つの活動区分に分けて表示した表

（１）投資及び出資金 8,154 国県補助金、貸付金回収ほか

（２）貸付金 271 負債合計 57,265 ４、その他のコスト 718 収入 732

（３）基金等 5,897 　・支払利息 698

（４）長期延滞債権 618 　・回収不能見込計上額 20 収支差引 △ 9,793

（５）回収不能見込額 △ 21 ≪≪≪≪純資産純資産純資産純資産のののの部部部部≫≫≫≫ 当年度歳計現金増減額当年度歳計現金増減額当年度歳計現金増減額当年度歳計現金増減額 712

14,920 １、公共資産等整備国県補助金等 経常収益経常収益経常収益経常収益 1,032

27,814 期首歳計現金残高期首歳計現金残高期首歳計現金残高期首歳計現金残高 1,532

122,542 １、使用料・手数料 822

３３３３、、、、流動資産流動資産流動資産流動資産 ３、その他一般財源等 △ 21,936 期末歳計現金残高期末歳計現金残高期末歳計現金残高期末歳計現金残高 2,2432,2432,2432,243

（１）現金預金 ４、資産評価差額 2,111 ２、分担金・負担金・寄付金 210

① 財政調整基金 5,794

② 減債基金 2,182 純資産合計 130,531 純経常行政純経常行政純経常行政純経常行政コストコストコストコスト

③ 歳計現金 2,243 33,34133,34133,34133,341

（２）未収金 218

10,437 ３３３３　　　　純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書 （単位：百万円）

期首純資産残高期首純資産残高期首純資産残高期首純資産残高 125,040

資産合計資産合計資産合計資産合計 負債負債負債負債・・・・純資産合計純資産合計純資産合計純資産合計 （単位：百万円）

187,796187,796187,796187,796 187,796187,796187,796187,796 １、純経常行政コスト △ 33,341

２、一般財源調達（市税等）ほか 30,538 収入総額 46,667

３、補助金等受入 9,114 地方債発行額 △ 4,415
４、臨時損益（災害復旧費等） △ 889 財政調整基金等取崩額 0
５、資産評価替えによる変動額 70 支出総額 △ 44,424
　変動額合計 5,491 地方債償還額 5,909

財政調整基金等積立額 1,837
期末純資産残高期末純資産残高期末純資産残高期末純資産残高 130,531130,531130,531130,531 基礎的財政収支基礎的財政収支基礎的財政収支基礎的財政収支 5,5745,5745,5745,574

※　「総務省改訂モデル」により作成しています。

２、公共資産等整備一般財源等

基礎的財政収支基礎的財政収支基礎的財政収支基礎的財政収支（（（（プライマリーバランスプライマリーバランスプライマリーバランスプライマリーバランス））））にににに関関関関するするするする情報情報情報情報
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ま
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上
記
の
対
価
と
し
て

貸借対照表の純資産の部に計上されている各数

値が１年間でどのように変動したかをあらわす表

２２２２

３３３３

≪≪≪≪ ４４４４表表表表のののの相互関係相互関係相互関係相互関係 ≫≫≫≫

①純資産残高が貸借対照表と純資産変動計算書で一致

②純経常行政コストが行政コスト計算書と純資産変動計算書で一致

③歳計現金が、貸借対照表と資金収支計算書で一致

１１１１

※　「総務省改訂モデル」により作成しています。
※　データは、総務省「地方財政状況調査（決算統計）」の昭和４４年以降の数値を使用しています。
※　この説明書では、各項目で表示単位未満の数値を四捨五入していますので、表中の合計が一致しない部分があります。 20



１１１１　　　　貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表 （単位：百万円） ２２２２　　　　行政行政行政行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書 （単位：百万円） ４４４４　　　　資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書 （単位：百万円）

経常行政経常行政経常行政経常行政コストコストコストコスト 68,244 １１１１、、、、経常的収支経常的収支経常的収支経常的収支のののの部部部部

人件費、物件費、支払利息ほか

≪≪≪≪資産資産資産資産のののの部部部部≫≫≫≫ ≪≪≪≪負債負債負債負債のののの部部部部≫≫≫≫ １、人にかかるコスト 13,517 支出 57,690

１１１１、、、、公共資産公共資産公共資産公共資産 １１１１、、、、固定負債固定負債固定負債固定負債 　・人件費 12,382 市税、使用料・手数料ほか

（１）有形固定資産 （１）普通会計地方債 39,134 　・退職手当引当金繰入等 493 収入 73,538

① 生活インフラ 59,870 （２）公営事業地方債 51,854 　・賞与引当金繰入額 642

② 教育 44,531 （３）関係団体固定負債 35 収支差引 15,849

③ 福祉 4,386 （４）長期未払金 19 ２、物にかかるコスト 18,398 ２２２２、、、、公共資産整備収支公共資産整備収支公共資産整備収支公共資産整備収支のののの部部部部

④ 環境衛生 95,360 （５）引当金 16,199 　・物件費 8,641 公共資産整備費・補助金ほか

⑤ 産業振興 26,462 107,241 　・維持補修費 548 支出 8,979

⑥ 消防 5,036 　・減価償却費 9,210 国県補助金、地方債ほか

⑦ 総務 17,114 ２２２２、、、、流動負債流動負債流動負債流動負債 収入 5,394

（２）無形固定資産 517 （１）翌年度償還予定額 8,099 ３、移転支出的なコスト 33,604

（３）売却可能資産 624 （２）短期借入金 72 　・社会保障給付 25,947 収支差引 △ 3,585

253,899 （２）未払金 432 　・補助金等 5,846 ３３３３、、、、投資投資投資投資・・・・財務的収支財務的収支財務的収支財務的収支のののの部部部部

（３）賞与引当金 641 　・他会計等への支出額 0 貸付金、積立金、地方債償還額ほか

２２２２、、、、投資等投資等投資等投資等 （４）その他 42 1,811 支出 12,033

（１）投資及び出資金 665 9,285 国県補助金、貸付金回収ほか

（２）貸付金 452 ４、その他のコスト 2,726 収入 1,172

（３）基金等 6,123 　・支払利息 1,800
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２２２２ 平成平成平成平成２２２２２２２２年度栗原市年度栗原市年度栗原市年度栗原市 連結連結連結連結 財務書類財務書類財務書類財務書類４４４４表表表表
１年間の歳計現金（資金）の出入り情報

を性質の異なる３つの活動区分に分けて

表示した表

１年間の行政活動のうち資産形成に結

びつかない行政サービスにかかる経費

とその行政サービスの直接の対価とし

て得られた財源を対比させた表
自治体が住民サービスを提供するために保有して

いる財産（資産）とその資産をどのような財源（負

債・純資産）で賄ってきたかを総括的に示す表

①普通会計

②公営事業会計（病院事業会計、水道事業会計、国民健康保険特別会計、老

人保健特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保険特別会計、下水道事業

特別会計、農業集落排水事業特別会計、合併処理浄化槽事業特別会計、簡易

水道事業特別会計、診療所特別会計）

④土地開発公社

⑤第三セクター等（㈱ゆめぐり、くりはら振興㈱、くりはら田園鉄道㈱、花山地域

開発㈱、優良肉用牛導入貸付基金）

連結団体

（４）長期延滞債権 1,360 負債合計 116,526 　・回収不能見込計上額 77 収支差引 △ 10,861

（５）回収不能見込額 △ 58 　・その他行政コスト 848 当年度資金増減額当年度資金増減額当年度資金増減額当年度資金増減額 1,403

8,541

経常収益経常収益経常収益経常収益 24,400 期首資金残高期首資金残高期首資金残高期首資金残高 5,362

≪≪≪≪純資産純資産純資産純資産のののの部部部部≫≫≫≫

３３３３、、、、流動資産流動資産流動資産流動資産 １、公共資産等整備国県補助金等 １、使用料・手数料 824 期末資金残高期末資金残高期末資金残高期末資金残高 6,7656,7656,7656,765

（１）資金 15,376 34,453 ２、分担金・負担金・寄付金 10,983

　　うち基金を除く資金 6,765 155,281 ３、保険料 3,593

（２）未収金 1,502 ３、その他一般財源等 △ 29,380 ４、事業収益 8,892

（４）その他 190 ４、資産評価差額 2,795 ５、その他特定行政サービス収入 107

（５）回収不能見込額 △ 20 純資産合計 163,149

17,048 純経常行政純経常行政純経常行政純経常行政コストコストコストコスト

４４４４、、、、繰延勘定繰延勘定繰延勘定繰延勘定 186

３３３３　　　　純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書 （単位：百万円）

☆市民一人当たり☆ （単位：千円）

連結会計

資産合計資産合計資産合計資産合計 負債負債負債負債・・・・純資産合計純資産合計純資産合計純資産合計 １、純経常行政コスト △ 43,844
２、一般財源調達（市税等）ほか 30,614
３、補助金等受入 19,339
４、臨時損益（災害復旧費等） △ 928
５、無償受贈財産受入等 65
６、その他 816
　変動額合計 6,062

　※平成２３年３月末日現在人口　76,202人

※　「総務省改訂モデル」により作成しています。
※　データは、総務省「地方財政状況調査（決算統計）」の昭和４４年以降の数値を使用しています。

普通会計

279,675279,675279,675279,675 279,675279,675279,675279,675

43,84443,84443,84443,844

こ
れ
ま
で
の
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代
に
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り
負
担
さ
れ
た
金
額

2,141

項　　　目

87

109

438

751

1,713

87

177

575

1,529

２、公共資産等整備一般財源等

税収

人に係るコスト

経常行政コスト

負債総額

純資産総額

期末純資産残高期末純資産残高期末純資産残高期末純資産残高 163,149163,149163,149163,149

財
産
や
権
利
等
の
金
額

上
記
の
対
価
と
し
て

得
ら
れ
た
財
源

157,088期首純資産残高期首純資産残高期首純資産残高期首純資産残高

≪≪≪≪ ４４４４表表表表のののの相互関係相互関係相互関係相互関係 ≫≫≫≫

①純資産残高が貸借対照表と純資産変動計算書で一致

②純経常行政コストが行政コスト計算書と純資産変動計算書で一致

③歳計現金が、貸借対照表と資金収支計算書で一致

１１１１

２２２２

貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値

が１年間でどのように変動したかをあらわす表

３３３３

※　この説明書では、各項目で表示単位未満の数値を四捨五入していますので、表中の合計が一致しない部分があります。
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（算式）

（算式）

３．有形固定資産の行政目的別割合

※　表示単位未満の数値を四捨五入していますので、表中の合計が一致しない部分があります。

（算式）

◇受益者負担比率（％）＝経常収益÷経常行政コスト×100

受益者負担比率 3.0% 3.0% 3.0%

100.0

４．受益者負担比率

　行政コスト計算書における経常収益は、いわゆる受益者負担の金額であるため、経常収益の行政
コストに対する割合を算定することで、受益者負担割合を算定することができます。

項　　　　　目 平成20年度 平成21年度 平成22年度

有形固定資産合計 162,652 100.0 161,496 100.0 161,815

3.1

⑦総務 17,025 10.5 16,157 10.0 16,996 10.5

⑥消防 3,486 2.1 4,449 2.8 5,036

2.9

⑤産業振興 28,743 17.7 27,344 16.9 26,324 16.3

④環境衛生 5,197 3.2 4,930 3.1 4,673

27.5

③福祉 4,933 3.0 4,665 2.9 4,385 2.7

②教育 43,514 26.8 44,506 27.6 44,531

構成比 金　　額 構成比

①生活インフラ・国土保全 59,754 36.7 59,446 36.8 59,870 37.0

　貸借対照表に計上された有形固定資産の行政目的別割合を見ることにより、行政分野ごとの
公共資産形成の比重を把握することができます。

（単位：百万円、％）

行政目的
平成20年度 平成21年度 平成22年度
金　　額 構成比 金　　額

歳入額対資産比率 4.2 4.1 4.2

◇歳入額対資産比率＝資産合計÷歳入総額

◇社会資本形成の過去及び現世代負担比率（％）＝純資産合計÷公共資産合計×100
◇社会資本形成の将来世代負担比率（％）＝地方債残高÷公共資産合計×100

２．歳入額対資産比率

　歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、形成されたストックである資産は何年分の
歳入が充当されたかを見ることができます。

項　　　　　目 平成20年度 平成21年度 平成22年度

社会資本形成の将来世代負担比率 28.7% 27.9% 27.4%

社会資本形成の過去及び現世代負担比率 74.4% 77.1% 80.4%

財務書類財務書類財務書類財務書類にににに基基基基づくづくづくづく財政分析財政分析財政分析財政分析（（（（普通会計普通会計普通会計普通会計））））

１．社会資本形成の世代間負担比率

　社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産による形成割合をみることにより、これま
での世代（過去及び現世代）によって既に負担された割合を見ることができます。
　また、地方債に着目すると、将来返済しなければならない今後の世代によって負担する割合を
見ることができます。

項　　　　　目 平成20年度 平成21年度 平成22年度
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（算式）

（算式）

（算式）

（算式）

◇地方債の償還可能年数（年）＝地方債残高÷経常的収支額（地方債発行額及び基金取崩額を除く）

地方債の償還可能年数 6.4年 4.4年 3.8年

８．地方債の償還可能年数

　市が抱えている地方債を経常的に確保できる資金で返済した場合に、何年で返済できるかを表す
指標で、借金の多寡や債務返済能力を図る指標です。

項　　　　　目 平成20年度 平成21年度 平成22年度

◇行政コスト対税収等比率（％）＝純経常行政コスト÷（一般財源＋補助金等受入(その他一般財源等)）×100

行政コスト対税収等比率 82.0% 85.5% 84.0%

◇行政コスト対公共資産比率（％）＝経常行政コスト÷公共資産×100

７．行政コスト対税収等比率

　純経常行政コストに対する一般財源等の比率を見ることによって、当年度に行われた行政サービス
のコストから受益者負担分を除いた純経常行政コストに対して、どれだけが当年度の負担で賄われ
たかが分かります。

項　　　　　目 平成20年度 平成21年度 平成22年度

行政コスト対公共資産比率 20.2% 21.6% 21.2%

◇資産老朽化率（％）＝減価償却累計額÷（有形固定資産合計－土地＋減価償却累計額）×100

６．行政コスト対公共資産比率

　行政コストの公共資産に対する比率を見ることで、資産を活用するためにどれだけのコストがかけ
られているか、あるいはどれだけの資産でどれだけの行政サービスを提供しているか（資産の効率
性）を分析することができます。

項　　　　　目 平成20年度 平成21年度 平成22年度

資産老朽化率 47.0% 48.5% 49.8%

５．資産老朽化率

　有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価格に対する減価償却累計額の割合を計算す
ることにより、耐用年数に比して償却資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握す
ることができます。

項　　　　　目 平成20年度 平成21年度 平成22年度
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